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す

農業および、農村は、安全で安心な食料安安定的に供給することに加えて、県土の保全、美しい農

村景観の形成、伝統文化の継承などの多面的機能の発揮を通じて、県民の暮らしの安定と向上に寄

与する重要な役割を果たしてきました。三重県では、農業の持続的な発展と農村の振興を支える生

産基盤を次世代に良好な形で継承するため、概ね IO年後の農業農村整備のめざす方向を示し、そ

の実現に向けた施策を総合的かっ計画的に推進する「三重県農業農村整備計画J（以下、「整備計画j

という。）を平成 28(2016）年3月に策定しました。

整備計画の策定以降、農業用水路のパイプライン化やほ場の大区画化などの生産基盤の整備を計

画的に推進してきた結果、営農の効率化や担い手への農地集積率の向上などの成果があらわれてき

たところです。また、農村の安全・安心を確保するため、農業用ため池や排水機場の整備を進め、

農地だけでなく、宅地や公共施設などの瀧水被害を未然に紡止し、豪雨や地震などの自然災害に対

する備えを強化してきました。さらに、農業用用排水施設などの生産基盤や集落道などの生活環境

整備を総合的に進めるとともに、地域資源の保全活動を支援することで、農村地域の活力向上に寄

与してきました。

しかしながら、人口減少や高齢化の進行に伴う食料の生藤力や安定供給力の低下、日豪Ep Aや

TPPll、日欧Ep Aに続いて日米貿易協定も発効されるなど、グローバノレ化のさらなる進展、

Society5.0やSDG  sなどの新たな潮流、週土強靭化を実現するための「ハード対策j と「ソフト

対策jを組み合わせた防災減災対策など、農業および農村を取り巻く情勢は刻々と変化し続けてお

り、その変化に的確に対応していく必要があります。

この盤備計画は、こうした認、識のもと「農業佐藤力の強化j 「安心して暮らせる農村っくり Jr地

域資源を活用した魅力ある農村の振興J「活動組織の強化j を見直し視点として、農業および農村

を取り巻く情勢の変化に対応した基盤づくりを進めるため、農業農村整備における将来のめざすべ

き姿を明らかにし、その爽現に向けた施策を総合的かっ計画的に推進するための主主本的な計幽とし

て新たに策定するものです。
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この計画みは、三重県の戦略計画である「みえ県民カピジョンjおよびこれを推進するための中期

戦略「みえ県弐力ビジョン・第三次行動計画」並びに f三葉県食を担う農業及び農村の活性化に関

する基本計画Jの目標を達成するための基本的な農業農村の整備計画です。

整備計画の目標達成に向けでは、県、市町、土地改良事業団体連合会、土地改良区など関係者全

てが三重県農業農村整備のめぎす方向を共有し、連携・協働により行動することとしています。

三景県計画関係殴

と己上

農業農村整備

の推進

みえ県民カビジョン（H24～R3)
～県民力でめざす f幸福実感日本一jの三重～

｛政策展開の義本方向（三つの桧））
「守るj 命と暮らしの安全・安心を実感できるために

「創るJ 人と地域の夢や希望を実感できるために
「拓く」 強みを生かした経済の緩動を実感できるために

みえ県民カビジョン‘第三次行動計額（買2～R5)

〈農業農村整備関係施策〉

災害に強い県土づくり

生活環境保全の確保
農山漁村の振興

農業の振興

（施策番号 113)

（施策番号154)

（施策番号253)

（施策番号312)

三震蟻食を担う農業及び農村の活性化iこ関する基本計百（R2～Rl1) 

（基本施策〉
安全・安心な農産物の安定的な供給

農業の持続的な発展を支える農業構造の磯立
地域の特牲を生かした農村の振興と多面的機能の維持・発揮

農業・農村を起点とした新たf.;:1函健の創出

i友重県農業農村整備計薗（罰2-R11)

〈整備方針と主婆取組〉

農業生産性の向上

安会・安心な農村づくり

地域の特牲を生かした農村の振興
多菌約機能の維持・発揮

内
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整備計画は、令和 2(2020）年度を初年度とし、令和 11(2029）年度を凶標年度とする 10か年計爾

としています。農業および農村を取り巻く情勢の変化に的確に対応し、効果的かっ効率的な農業農

村整備が実施できるよう、みえ県民j］どジョン行動計画の策定に合わせて、見直す予定としていま

す。
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す く

( 1 ）人口減少・高齢化の進行、地方倉lj生の取組の本格化

l:J本の人口l士、平成 21(2009）年をピークに減少に転じ、世代構成も高齢化していることか

ら、今後、農業生産力や農村活力などのさらなる低下が予想されます。

本県の人口も、平成 19(2007）年の約 187万3千人をピークに減少に転じ、平成 30(2018) 

年 10月1日現夜の人口は約 179万 l千人となっています。また、本県の将来人口は、国立社

会保障・人口問題研究所が行った地域別将来推計（平成 30(2018）年3月）によると、令和

27 (2045）年には 143万人となり、平成 27(2015）年から約 21%減少すると予測されています。

さらに、 65歳以上の老齢人口割合は平成 30(2018）年では 29.4%ですが、令市日 27(2045）年に

は38.3%まで増加すると予測されています。

特に、農村部においては、都市部に先駆けて人口減少と高齢化の進行が著しくなっており、

その中でも中山凋地域特では生産条件の不利性などから、高齢農業者のリタイア等により、営

農活動の継続困難による耕作放棄地の発生、集落機能の低下などが懸念されています。

このような中、平成 26(2014）年 11Jlに施行された「まち・ひと・しごと創生法jに基づき、

それぞれの地域が、少子高齢化に伴う人口減少への歯止めや東京闘への人口の一局集中の是正

などに向け、創意工夫により、住みよい環境を確保して活力ある地域社会を構築する「地方創

生j の取組を本格的に実施しています。

三重県でも、「三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略j を策定し、人口の自然減と社会減

の両面ーから必要な対策を講じています。特に、農業および農村分野においては、国内外から多

様な人材を農村に迎えて既存の住民とともに、仕事や生活の新たな仕組みをつくるなど、移

住・定住につながる取組を進めているところです。さらに、第三次行動計画と 体的に策定す

る第2期「三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略j に基づき、人口減少に係る課題に多角的

にアフ。ローチし、地域の自立的かっ持続的な活性化の実現に向けた取組を進めているところで

す。

瞳県内の農村・都市における人口・高齢化の推移と見通し
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( 2）グローパル化のさらなる進展

世界中の国を対象とするWTO交渉が難航する中、 2関問や特定の国・地域聞におけるEp 

AやFTAの締結が急増しています。

日本では、日豪Ep AやTP Pll、日欽Ep A等の 17協定に加え、令和 2(2020）年 1月に

日米貿易協定が発効されたほか、自由貿易圏のさらなる拡大に向け、 RCE P （東アジア地域

包括的経済連携）の早期妥結などの取組も進められているところです。

国では、発効する協定により、潤税の減額、撤廃が進むにつれて、関係閲からの農産物の輸

入が徐々に瑞え、国産農産物の需要が減少するなどの懸念があることから、「総合的なTpp  

等関連政策大綱Jをとりまとめ、強い農林水産業の構築に向けた「体質強化対策Jと我が国の

農産物として重要な5品目（米、麦、牛肉・豚肉、乳製品、甘味資源作物）を生産する農業者

等への「経営安定対策j に取り組んでいるところです。

こうした中、三葉県では、アジア経済豊富を中心に、県産の柑繍や柿、茶、牛肉などの輸出促

進を図っており、特に、柑橘、茶については、産地関係者と輸出拡大に向けた取組宣言を行い、

輸出フ。ロジェクトを立ち上げるなど、海外のマーケットニーズを踏まえた供給力や販売力の強

化に取り総んでいます。

( 3）臨土強靭化等の防災圃減災対策の加速化

日本の各地では、国土の地理的・地形的・気象的な条約ーから、地震、台風、豪雨などによる

自然災等に繰り返し見舞われてきました。また、高度経済成長期に整備された農業用施設が老

朽化し、 斉に更新の時期を迎えることが危↑具されています。

このような中、！誌においては、近年の災害から得られた貴重な教訓や社会経済情勢の変化等

を踏まえて、平成 30(2018）年に「国土強靭化基本言台画j の見夜しを行なっており、その中で、

農業および農村整備＋については、

－農村における人命・財産の保護、二次被害の紡止・軽減を図るための農業水利施設等の長

景子命化等の推進、廃止も含めたため池の総合的な対策の推進、ハザードマップの作成・周

知など、ハード対策とソフト対策を組み合わせた防災・減災対策を関係機関が連携して強

化する。

－地域の主体性・協働力を活かした地域コミュニティ等による地域資源の保全管理を進めつ

つ、災害時には自立的な防災・復旧活動の機能を最大限活用できるよう体制整備を推進す

る。

などの推進方針を掲げ、防災・減災にかかる取組の加速化・深化を図ることとしています。

また、近年、頻発・激甚化する大規模自然災害で明らかになった課題に対応するため、「防

災・減災、国土強靭化のための3か年緊急対策j を平成 30(2018）年 12月に閣議決定し、防災

のための重要インフラ等の機能維持などの観点から、緊急に実施すべきハード・ソフト対策に

ついて、 3年間で集中的に実施することとしています。

三重県でも、「三三葉県国土強制化地域計画」を平成 27(2015）年に定め、頻発・激甚化する豪

雨や台風、発生が危倶されている南海トラフ地震等lこ備えて、国や果、市町等が 体となり、

国土強靭化の取組を進めているところです。特に、農業および農村では、老朽化が著しい農業

ー7山





眠訪日外毘人旅行者の推移

（万人〉
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( 5 ) Soc i ety5. 0やSDG  s等の新たな潮流

0Society5.。の実現に向けた動き

平28
(2016) 

平29
(2017) 

平30
(2018) 

（資料 日本政府観光局）

Society 5. 0は、狩猟社会（Society1. 0）、農耕社会（Society2. 0）、工業社会（Society3. 0）、

情報社会（Society4. 0）に続く、新たな社会を指すもので、国の「第5期科学技術基本計爾J

において、我が国がめざすべき未来社会の姿として提唱されました。

これまでの情報社会（Society4. 0）では知識や情報が共有されず、分野横断的な連携が不

十分であるという問題がありました。人が行う能力には娘界があるため、あふれる情報から必

要な情報を見つけて分析する作業が負担て、あったり、年齢や障がいなどによる労働や行動範岡

に制約がありました。また、少子高齢化や地方の過疎化などの課題に対しでもさまざまな制約

があり、十分に対応することが困難でした。 Society5. 0で実現する社会では、 Io T (Internet 

of Things）で全ての人とモノがつながり、さまざまな知識や情報が共有され、今までにない

新たな価値を生み出すことで、これらの課題や困難が克服されるとされています。また、 AI 

（人工知能）により、必要な情報が必要な時に提供されるようになり、ロボットや自動走行な

どの技術で、少子高総化、地方の過疎化、貧富の格差などの課題も克服していくことが期待さ

れています。

農業分野においても、農業者の急激な減少による労働力不足や急速に拡大するクーローバルな

食市場の獲得などの課題に対応するため、超省力・大規模生産などの実現に向けて、ロボット、

A I、I0 T、ド、ローン等の先端技術を活用した次世代型の農業「スマート農業j の導入が進

められています。農業および農村整備を展開するにあたっても、自動走行農機等の導入・ 'flj用

に適したほ場整備や農業用水の効率的な利用に向けた Ic T技術の活用などスマート農業に

適した基量生整備が求められています。
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(6）国の農業政策をめぐる動き

国では、超高齢社会、本格的な人口減少社会の到来やグ、ローパノレ化の進展等に対応するため、

「土地改良長期計画Jを平成28(2016）年日月に改訂し、「豊かで競争力ある農業Jr美しく活力

ある農村j 「強くてしなやかな農業および農村j の3つの政策課題のもと、高収益作物への転

換による所得の増加や地域資源の保全管埋の質と持続性の向上などに向けて、計i扇i的かっ効果

的に土地改良事業を進めていくこととしています。

また、農林水産業・地域が将来にわたって国の活力の源となり持続的に発展するための方策

としてとりまとめた「農林水産業・地域の活力創造プラン」の適時改訂を重ね、農林水蔑業を

産業として強くしていく政策（産業政策）と悶土保全といった多面的機能を発揮するための政

策（地域政策）を両輪として施策を展開しています。令和元（2019）年 12月にも、農業の生産

基盤強化のための新たな政策展開を盛り込んだ改訂がなされ、生産基盤強化を目的とする関迷

施策を重点的に推進することとしています。

こうした闘の動向に十分留意しながら、本県においても、肱力ある農業と活力ある農村に向

けた取籾を進めているところです。

①農地中間管理機構の活用による農地の集積・集約化の促進

農業者の減少や高齢化が進む中、農業の競争力を強化していくためには、担い手への農地集

積・集約化をさらに加速し、生産コストを削減していく必婆があります。国は、令手n5 (2023) 

年度までに担い手への農地集積率8割という目標の達成に向け、農地の集積・集約イヒを進める

ための仕組みとして平成 26(2014）年に創設された農地ゆ間管理機構の強化などを図り、その結

果、担い手への農地集積率は平成 30(2018）年度末時点で 56.2%と着実に向上しています。

農業農村整備においても、農地集積・集約化をさらに進めるため、農地中間管理機構が借り

入れている農地について、農業者の申詩・同意・費用負担によらず都道府県が農地整備を実施

する「農地中間管理機構関連農地整備事業j が平成 30(2018）年度に創設されました。 同事業

では、整備後の農地日割以上を担い手に集固化することとしており、担い手が利用しやすい環

境が整うことで、担い手による収益性の高い農業が 腿進展することが期待されます。

劃担い手への農地集積率（全国）

60 1 (%) 
56.2 

50 j 48.2 48.1 47.9 
48.8 48.7 

40 
平21 平22 平23 ！匹24 平25 平26 平27 平28 '1'29 平30
(20日9) (2010) (2011) (2012) (2013) (2014) (2015) (2016) (2017) (2019) 

（資料農林水産省調べ注農地中間管理機構以外によるものも含む）
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④土地改良区の体制強化

上地改良阪は、農業水利施設等の維持・管理等を行っており、今日に至るまで日本の農業を

支える蕩；要な役割lを果たしてきました。一方、農業者の減少や高齢化の進行、土地持ら非農家

の増加により、土地改良区の組織体紛が脆弱化し、土地改良施設の管理や更新等に支障が生じ

つつあります。

こうした中、土地改良法が平成 31(2019）年4月に 部改正され、土地改良区の准組合員制度

の創設、貸借対照表の作成義務化、総代会制度の見直しおよび土地改良区連合の業務の拡充符

の措置が講じられました。

このような新たな仕組みの定着により、土地改良区の体制強化が期待されています。
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（資料 f土地改良IL設置状況等調査」より農林水産省調べ）

臨農家及び土地持ち非農家数の推移

く農家及び土地持ち非農家数の推移＞

5,000 ~ 4 376 
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※ f農家Jcは陸許鮮血E闘がJO＇以上の農業を営 ι也事まIdま農園調反売金Z動喝事事5万円以上ある世帯＠
「土地持ちlM建割 icは農穿以外で耕地車び紛作郡高地を5，以よ所有している設帯。

（資料農林水産省Webサイト https://w附 maff.go. jp/) 
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( 1 ）農業の生産性

効率的かっ安定的な農業経営の実現に向けて、 H'I.い手への農地集積・集約化等を通じた

生産コストの削減や高収益作物への転換等を促進することが重要なととから、引き続き営

農の高度化・効率化に向けた生産基盤の整備を計画的に進めていく必要があります。

①農業者

＜現状＞

農業就業人口は、平成27(2015）年までの直近 10年間で約 40%減少するとともに、平成

27(2015）年には 65歳以上の割合が 75%を占め、高齢化が進行しています。

また、認定農業者など意欲と経常感覚に優れた経営体である担い手は、平成 21(2009）年ま

では増加頃向にありましたが、近年l土、高齢等の理由により、認定農業者が再認定を受けな

いケースも増えており、その数に大きな璃減はない状況です。

認定農業者の年間農業所得は、平成 30(2018）年度における県の経営状況調査では平均 770

万円となっているものの、このうち 3分の 2の認定農業者の年間農業所得が 500万円未満と

なっています。特に水田農業に取り組む経営体等において、農業所得が相対約に低い状況と

なっています。

瞳農業就業人口の推移（販売農家で主として農業に従事した世帯員数）
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（資料農林水産省 f農林業センサスJ)

醤認定農業者数の推移

2,266 

31'17 i手18 1手19 31'20 i存21 i手22 事23 1事24 '¥25 乎26 平27 i存28 1手29 '¥'° 
(2005）切開6)(2(07) (2000) (2009) (2010) (20111 (2012) (2013) (2014) (2015) (2016) (<017）担引Bl

（資料三重県調べ）
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＜課題＞

地域における人口減少や高齢化、他産業との労働力確保に向けた競争が激化しているこ

とから、労働力の磁保とともに、農業の生産性を向tさせるため、農業者における労働の効

率化を図る必繋があります。

また、農業者の所得向上に向けた生産の効率化を図るため、大きな負但となっている水

管理労力を軽減するパイプライン化や維持管理の省力化を推進していく必要があります。

さらに、営農形態の変化に対応した水管理の湾1度化等を図っていく必要があります。

②農業産出額

＜現状＞

三重県の半成 30(2017）年の農業産出額は l,113億円、うち畜産が 39%程度、米が 26%程

度を占めており、畜康に続いて依然として米の占めるおl合が多くなっています。平成2

(1990）年の農業産出額 1,575億円と比較して、主食用米の需要減少や米価の低迷が大きく影

響し 29.3%の減少となっているものの、近年は 1,100億円前後で推移しています。

また、野菜の産出額については、年々減少傾向となっています。

圃農業産出額の推移
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（資料農林水産省「農林水産統計年報J)

＜課題＞

経常規模の拡大や担い手への農地集積による生産性の向上を図るためには、ほ場の区幽拡

大を進めるとともに、排水条件等を改善し、農業者が収益性の言語い野菜、花きの栽培に新た

に取り組むきっかけとするなど、水田を有効活用していくことが必要です。

F
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③優良農地の確保

く現状＞

耕地面積は、平成22(2010）年から平成 30(2018）年までに耕地百五積の約 3.3%にあたる約

2,000haが減少しました。また、耕作放棄地面積については平成 27(2015）年には 7,603haで

あり、耕地面積の 12.6%を占めていますが、平成 12(2000）年度に始まった中山間地域等直

接支払制度の活用等により、農業者の意識が高まり、近年の増加率は緩やかになっていま寸。

三重県における主郎、手への農地集積は、ほ場整備が実施された農地を中心に増加傾向にあ

り、その集積r率は平成 30(2018）年度末では 37.9%となっていますが、中山間地域号事では傾

斜地が多く、ほ場の大区画化や大烈農業機械の導入が容易でないため、平地に比べ農地の集

積・集約化が進んでいない状況となっています。

く課題＞

優良農地を維持・確保するためには、ほ場整備などによる担い手への農地集積の推進や中

山間地域等院綾支払制度の活用等により、持続可能な地域農業を構築することが重要です。

また、優良農地である農振農用地を維持・確保していくためにも、農地制度の適正な運用

が求められています。
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（資料農林水産省 f耕地及び作付面積統計J)

掴耕作放棄地面積の推移
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（資料農林水産省 f農林業センサスJ)
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(2）農村の防災滅災

頻発・激甚化する豪雨や大規模地震等の自然災害に伴う農業用ため池における堤体の決壊や

緋水機場の機能低下などにより、農村地域に被害が発生するおそれがあります。このため、持

続可能な農村における安全で安心な暮らしを守るためには、ハード・ソフトの両面から防災・

減災対策を進めることが重要です。

①農業用ため池

＜現状＞

農業用ため池は県内で 3,000か所を超え、そのうち、ため池が決壊した場合、特に下流域に

影響を及ぼすおそれのある防災重点、ため池は、還による選定基準の見直しにより、 544か所か

らし 647か所に大幅に将司加しました。

方で、農業服ため池の多くは江戸時代に築造され、施設の所有者や管理者が不明なため池

も存在するととから、適切な管理が困難な状況となっています。さらに利用者の減少や高齢化

の進行により、利用者を主体とする管環組織が脆弱化しています。

＜課題＞

J 防災重点ため池が大幅に増加し、早念な補強対策が求められていますが、その対策には多く

の時間と費用が必要です。このため、ハード対策と併せて、ハザードマップを活用した地域の

防災意識の向上に向けた啓発活動や防災体制の構築などのソフト対策を進め、被害の軽減を凶

ることが重要です。

ため池の保全管理を適切に行うためには、施設の所有者、管理者、行政機関の役割l分担を明

らかにしたうえで、農業用ため池の管理を支援するとともに、管理体制の強化が必要です。

②排水機場

＜現状＞

排水機場は、集中豪雨などによる洪水時における湛水の排除を目的とする重要な施設です。

特に排水ポンプによる強制排水に依存している桑名市、木曽岬町などにみられる海抜ゼロメー

トル地帯などの低平地では、農地および問)22の宅地や公共施設等の湛水被害の未然防止を凶る

うえでなくてはならない重要な施設となっています。

排水機場は県内 139か所で整備し、農地や宅地への湛水被害抑制に取り組んできましたが、

平成 30(2018）年度末には 107か所（全体の 77%）が標準耐用年数を超え、多くの施設が吏新

時期を迎えています。

＜課題＞

多くの施設が更新時期を迎える中、老朽化により低下した機能の回復や増大する維持管理費

の節減を図るため、機能診断、耐震診断の結果を踏まえた施設のき｜画的な更新や耐震化対策、

長寿命化を行う必要があります。

また、農業者の減少や高鈴化が進行する中、大規模自然災害に備え、施設の機能について日

常から適切な保全管理を行う必要があります。
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③農業水利施設の機能保全対策

く現状＞

とれまで農業農村整備事業により 2,000地区を超える農業生産基盤の整備が行われ、農業お

よび農村の発展に寄与してきました。しかしながら、過去に整イ詰した施設のうち、標準耐用年

数が超過した施設の多くは老朽化が進み、施設の維持管理にかかるコストが増加するなど、農

業者への負担が大きくなっています。

また、多くの農業用施設を管理している土地改良区は、組合員数や職員数が減少しており、

農業用施設の維持管；礎体制が脆弱化しています。

＜課題＞

農業者が安全で安心して農業に従事できる農業生康基盤を維持していくためには、それぞれ

の施設の点検・診断を行いながら、劣化の状況に応じた適切な補修・更新等を実施して、施設

の機能確保を図ることが必要です。

また、農業用施設の適切な維持管理に[i'ijりて、管理組織の体制強化を図ることが必要です。
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( 3）農村の振興

農村は、都市と比べ高給化や人口減少が進行し、営農活動や集落機能が低下しつつあること

から、農業の振興と地域の活性化を一体で進め、農村の機能を維持・発展させることが急務と

なっています。

く現状＞

農村は食料供給や生iifiの場であり、特色ある農産物を生産することで、農村地域の経済を支

えてきましたが、人口減少、後継者不足により基幹産業である農業の低迷や魅力ある就労の場

が不足しています。特に、中山間地域等においては、傾斜地や狭く不整形なほ場などの農業生

産条件が不利なことに加え、農村地域へのアクセス道路や生活用水施設など、の生活環境盤備が

立ち後れていることから、集溶機能を維持することが困難な状況となっています。

方、農村の豊かな自然環境や美しい景観、独自の風土や文化に対する都市住民の関心は高

まってきており、農業および農村の価値を再認識して、新たなライブスタイルを模索する動き

が顕著になっています。また、近年は訪日外国人旅行者も急速に増加しており、日本古来の伝

統文化や自然の豊かさを求めて農村に足を運ぶ動きが多く兇られるようになってきています。

く課題＞

農村集落の機能を維持するため、豊かな地域資源を最大限に活用して、持続的な農村Aの振興

を図るとともに、地域住民が誇りを持つことのできる活力ある豊かな農村の実現を図ることが

重婆です。

持続的な農村の振興に向けて、中山間地域等の多様なニーズに応じた農業生産基盤と農村生

活環境の整｛揺を総合的に進め、農業生康の維持と生活環境の改善を図ることが必要です。

活力ある豊かな農村の実現を図るためには、加工施設や直売施設などの活性化施設の繋備と

ともに、豊かな地域資源を活fflした魅力ある商品の喜再発など自ら生産した農産物に付加価値を

付けて販売する 6次産業化や地械の風土・伝統文化を結び付けた特産品による地域全体の魅力

あるブランド化を図るなど、ハード・ソフト対策が連携して農村の所得と地域の活力を向上さ

せることが必要です。

また、農村の定住や所得i向上につなげて地域の活性化を図るため、農村が誇る豊かな自然や

文化を f体験jという形でjifi用するとともに、「食べるjri白まるjを組み合わせた滞在交流（三

重まるごとお然体験構想、 2020）とも連携し、地域の魅力を生かした取組から新たな康用の創出

を図るととも重要です。
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( 4）農業および農村における多面的機能

農村地域では、人口減少や高齢化の進行に伴う集落機能の低下により、国土の保全、水

源のかん養、自然環境の保全、良好な景観の保全、文化の伝承などの多面的機能の発弾に

支障が生じています。これらの大切な財産である農業および農村の有する多面的機能の維

持・発揮を図るには、地域内外のさまざまな主体が参画・協働し、農村地域における農地・

水路・農道などの地域資源の適切な保全管理を行い、農業が継続されることが重要です。

＜現状＞

農業および農村の有する多面的機能の維持・発揮は、農業生産活動とともに、地域の共間

活動により支えられてきましたが、集落機能の低下等により多面的機能の発揮に支障が生じ

てきました。このため、多面的機能支払事業を活用し、地域の共同活動に取り組む面積は令

和元（2020）年度末で 28,880haとなり、三重県全体の 50%を超える農用地で取り組まれてい

ます。

しかし、人口減少や高齢化のさらなる進行による集落機能の低下、土地持ち非農家の増加

等による担い手への農地・農業用施設の維持傍玉県に対する負：！＇§増大により、農業の生産基盤

の機能維持に支i寧が生じるおそれがあるとともに、小規模な活動組織を中心に共同活動の継

続が凶難となっています。

＜課題＞

将来にわたって農業および農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るためは、地域の共

同活動に取り組む区域をさらに広げていく必要があります。

地域の共同活動を継続させるためには、活動組織において多様な主体の参画や組織の広域

化などを進め、将来にわたって継続される体制づくりを進めることが必要です。

回地域の共同活動の取締面積と組織数の推移

ha 組織
－←組織数

688 
711 731 

627 659 

40, 000 546 600 

30 000 27, 177 27, 785 28, 367 28, 880 500 

"' ~17 ？自 m ＂＂＂＂可 400

10, 000 
200 

100 。
一

Zた.•·0/"j, ゎ一、ヘ， v 山，、
ぬ山 ,, ＇＇＂勺

.，，，.，－，＿ベ 川れ 七一 。
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（資料三責保調べ）
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窓 草堂組（／）霊童関｛こj却す？と基本鶴議

農業および農村を取り巻く情勢の変化に的確に対応しながら、農業および農村が持続的に発展

していくためには、中長期的な視野に立って地域の特性やニーズ、に応じた農業および農村の将来

像を地域の農業者をはじめとする関係者が話し合って描き、その実現に向けて効果的・効率的な

農業農村整備を実施していくことが必要です。

しかし、厳しい財政状況は依然として続いていることから、整備コストの縮減に取り組むとと

もに、支援する地域や繋イ蔵する施設に優先度を設定する必要があります。また、農業者の減少や

農産物価格が低迷する状況の中、施設の維持管理にかかる費朋の節減や体制の構築、施設整備に

伴う地元負扮金などの課題に対しでも取り組んでいく必要があります。

こうしたことを踏まえて、県は地域での計画づくりに能動的に凋わるとともに、市町、土地改

良事業匝体連合会、土地改良区など関係者と三重IJflミ農業農村整備のめざす姿を共有し、連携・協

働して農業農村整備の推進を図っていきます。

本計画を策定するにあたっては「地域の特性を生かした生産基盤の整備j、「重要度や社会的・

経済的な影響を考慮した生産基盤の繋備j、 「地域内外の多様な人材が地域資源を維持・保全し

活用していく体制づくりJの3つを取組展開に向けた基本視点とします。

農業が持続的に発展し、農産物の安定的な供給を図るためには、それぞれの地域の農業経営

や環境に応じた生産基盤の規模や機能などを設定し整備することに加え、施設の計画的な更新

や長寿命化、適正な維持管理などの生産基盤の整備を進めるととがE重要です。

地域で胞える問題や必要となる取組は、都市近郊に位置する平地と人口減少や高齢化が深刻

な中山間地峡で異なるほか、大規模で効率的な営農をめざす地域と農業者が協力し合いながら

集溶ぐるみで地域農業を守る地域で異なるなどさまざまです。

また、地域の農業を支える担い手の育成・確保も重要な鍵となっていますO

そのため、県、市町、：同世改良区等や農業者が地域の特性を考慮して話し合いを行い、地域

の農業および農村の将＊像を明らかにしたうえで、その実現に向けて生産基盤の整備を進めて

いきます。
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＝葉県で整備されてきた農業生産基盤は、その多くの施設が商度経済成長の時代に整備され

たものであるため、老朽化が進行しー部の施設は標準耐用年数を超えるなど、更新が必要な時

期を迎えています。こうした状況の中、これら既存施設の吏新・補修の取組を進めるにあたっ

ては、地域の特性や施設そのものの劣化状況を踏まえつつ、農業生産に対する寄与度や損壊時

に発生する人命や財産等への被害など、社会的・経済的な影響も考慮する必要があります。

そのため、統存施設の老朽度等の調斎結果を踏まえつつ、農業生産に果たす役割や県民の生

活への影響も考慮し、優先度を設定したうえで、農業の生産性向上はもとより安全や安心につ

ながる生産基盤の整備を進めてし、きます。

農村地域の人lけ説少、高齢化の進行に伴う集落機能の低下や、土地持ち非農家の阿国加等によ

る担い手への農地・農業用施設の維持管瑚に対する負収増大により、農業の生産慕盤の機能維

持に支障が生じつつあり、将来に向けて継承していくことが国難となることが懸念されていま

す。

このような状況を踏まえ、生産慕盤を将来にわたって適切に維持・保全していくための活動

に、農業者だけでなく地域内外の多様な人材の参画を促す取組を進める必要があります。

そのため、県は市町とともに農業者や地域内外の多様な人材との話し合いに参爾し、それぞ

れの役割を明確にするなど、多様な人材による農業生産活動の緋続や多国的機能の維持・発揮

を支える体制づくりの支援に取り組んでいきます。
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3 盤審議計翻(J)麗蓄電し課長譲

新たな整備計画の策定にあたっては、人口減少や高齢化等の進行に伴う食料の生産力や安定

供給力の低下、グローパノレイヒのさらなる進様、 Society5.0やSD G  sなどの新たな潮流、国土

強制化を実現するための防災減災対策など、農業および農村を取り巻く情勢の変化を踏まえた

次の4点を見直しの視点として、新たな整備計画を策定します。

見直しの視点① 農業生産プJの強化に向けた新たな腿開

見直しの視点② 安心して暮らせる農村づくりに向けた新たな展開

見直しの視点、③ 地域資源を活用した魅力ある農村の振興に向けた新たな展開

見直しの視点④ 活動組織の強化に向けた新たな展開

人口減少やi高齢化の進行に利子い、農業者も減少し続けています。今後、農業の労働力を確保

するとともに、農業の生産性を向上させるため、さらなる労働の効率化を図ることが必要です。

農業の生産力の強化に向け、それぞれの地減の農業経営や環境に応じた生産基盤の整備に加

え、 AIやI0 T、ドローンなどの先端技術を活用した「スマート農業jによる超省力・火規

模生産に適した生産基盤の繋備などを腿関していきます。

頻発・激甚化する豪雨や地震などの自然災害により農業用ため池などの農業用施設が被災す

る事例が発生している…方で、農業者の減少や高齢化の進行に伴い管理組織が脆弱化していま

す。

安心して暮らせる農村づくりに向け、豪雨や大規模地震が発生した場合に備え、ため池や排

水機場などの農業用施設における防災減災対策の計画的な耳元組に加え、継続して農業用施設の

途切な保全管理が行えるよう、管埋組織の体制強化の促進などを展開していきます。

そのため、ため池管理にかかる相談や非常時における技術的な劫言などを行う「三重県ため

池サポートセンター（仮称） Jを設置するなど支援を強化していきます。

農村における人口減少および高齢化の著しい進行により、農村集落の機能を維持していくこ

とが困難な状況にあります。今後、活力ある豊かな農村を実現するため、豊富な地域資源を活

用し、農村の所得向上や地域の活力を向上させることが必要です。

地域資源を活用した魅力ある農村の振興に向け、地域のニーズ、に即した生産基盤や生活環境

の整備に加え、豊かな資源を生かした6次産業化やブランド、化につなげる加工施設や直売施設

など活性化施設の整備に対する支援を展開していきます。
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農村地域の人口減少や高齢化のさらなる進行に伴う集落機能の低下、土地持ち非農家の増加

等による扱い手への農地・農業泊施設の維持管盟に対する負担増大により、農業生産基盤の機

能維持に；支障が生じつつあるとともに、小規模な活動組織を中心lこ地域の共同活動の継続が困

難になりつつあります二将来にわたって農業および農村の司守する多面的機能の維持・発揮を図

るためには、地域の共河活動に取り組む区域をさらに広げていく必要があります

活動組織の強化に向け、多閥的機能の必要性について理解を深めることにより、地域内外の

多様な人材に共同活動への参幽を促すことに加え、活動組織の連携による組織の広域化を促進

する取組などを展開していきます。
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ヰ 麓幾重量村重量髄がめざす襲撃量および農村的特霊長（］）主義

農業および農村を取り巻く情勢の変化を踏まえた農業の生産基盤づくりを進め、次世代に良好

な形で継承するためには、 「農業を足腰の強い産業としていくための政策（産業政策） Jと「農

業および農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るための政策（地域政策） Jを狗輪としつつ、

地域の特性を生かした農業農村繋備な計幽・実施することが重姿です。

こうしたことを踏まえ、三重県の農業農村整備がめざす農業および農村の将来の姿を定めて、

その実現に向け、効果的・効率的に取り組んでいきます。

① 農地集積の促進と主主護基盤の隻なる機能向上｛こより、

収量査伎の高い緩業が震縛されている姿

・スマート農業に適した農地の機能向上や農業用水路のパイプライン化等が総合的に実施さ

れ、労働効率に優れ、収益性の高い農業が展瀕されています。

－農業の主十戸主基盤の整備に併せて、担い手への農地の集積・集約化が進み、担い手の経営規

模が拡大しています。

②池餓の特性を踏まえた総合的な妨災減災対策により、

安全・安lかな農村生活が銭まれている姿

・ハードとソフトを組み合わせた防災減災対策がより一層進み、災害に5齢、安全・安心な農

村が形成されています。

・老朽化した農業用ため池の改修や排水機場の機能の維持保全などが図られ、農業者が安心

して営農できる環境が整っています。

・農業用施設の管理体制が強化され、適切な保全管理が行われています。

③地域特性や資源を生かした取組が展開され、

農対の活力が維持・強化されている姿

・中山間地域等において、農業の生産主基盤や農村の生活環境基盤等が総合的に整備されると

ともに、加工施設や直売施設などの活性化施設が整倣され、農業の持続性が確保されると

ともに、農村の快適性や利便性が高まっています。

－農村地域において、都市農村交流や地域資源を活用した経済活動等の取組の進展を通して、

農村の活力が向上しています。

④地域の共悶活動等が活発に行われ、

農業および農柑の有する多面的機能が持続的に発揮されている姿

－地域内外の多様な人ねによる地域資源の維持・保全や環境保全活動等を通じて、農業およ

び農村の有する多面的機能が十分に発揮されています。

－農業生産活動の継続とともに、地域資源の維持・保全活動を行う体制が整い、農業の生産

基盤が適切に維持管理されています。
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組の震婆ポイント

農業績争力の強化と農村地域の強靭化を図るとともに、地域社会の維持圃活性化に向けた取組

を着実に推進します。

0限られた予算を一層効果的・効率的に活用しさまざまな課題に対応するため、選盟主皇皇

により施策を推進します。

0地域の特性を生かした計画づくりに銭致飽に関わり、事業に関する情報提供等を行うこと

により、地域の課題解決に向けた取組を進めます。

0言十回約な整備を行うため、施設の老朽度、県民への影響や地域の熟度等を踏まえた優盆皇室

霊童して、回標達成！こ向けて取り組みます。

0農業農村袈備計画の目標に掲げた取組を阿滑に推進するため、コスト縮減対策や匿の諸制

度の有効活用等により整備経費の削減や効果的な地元負担金の軽減対策に取り組みます。

山 29-







優良農地の確保

・農地の維持・保全と地域開発議婆とのバランスを適切に保ちながら、農業振興地域制度におけ

る農業利用上の区域設定、農地転用許可制度における農地転用の規制lを適正に運用し、地域の

実情に応じたきめ細やかな対応を行っていくことで、優良農地の維持・確保に取り組みます。

＠ 無計画な土地利用を規制し、農地のスプローノレ化を防止することによって、担い手が営農しゃ

ずい纏まりのある農地を確保し、耕作放棄地の発生を抑制します。また、基盤整備と併せた耕

作放築地の再生を促進します。

＠ 農地等への無秩序な土砂搬入への新たな規制制度となる令和2(2020）年4月施行の「三重県土

砂等の埋立て等の規制に関する条例Jiこ基づいて、潔境生活部、県土整備部、農林水産部の三

部連携による適正な運用を図ることにより、農地の保全に取り組みます。

固楳健

回線項匡 怠糠指標 現状値 目標値

令和元年度 帝和5年度 令和11年度

効率的な嘗農の実現に向けた 1｛イブライ

水管理や維持管理の省力化 ン化進捗率
63. 1目 75.4略 97.0% 

基本事業
生産性の高い農業を目指した

I 1ま場整備率｜ 78.5世 81. 1世 95. 7略
農地整備（区画整理）

※目標頃~ r効率的な営農の実現に向けた水管理や維持管理の省力化j とは、農地集積の目標を掲げて基量生整備を実1直した

地隊および計画懸間内に地光合意が形成され慕繰繋備に着手する予定地自：の農地面積のうち、農業用水路のパイプライン化

を実施した面積（ha）の割合。

目標項目 f生産性の高い農業を臣指した農地整備（区議i整理）Jとl士、農地集積の目標を掲げて基盤整備を実施した地区

および計画期間内に地元合意が形成され基盤整踏に者手する予定地区の農地面積のうち、区画整理を実施した面積（ha）の

割合。
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1 塁塁｛議審（｝）殺害lj

この計I両に掲げる施策を着実に推進し、目標を達成するためには、農業者および農業団体、地

域住民や行政などの関係者が農業農村整備のめざす将来の姿を共有し、それぞれの役割に応じた

取組を連携しながら行うことが重要です。

( 1 ）三重県の果たすべき役割

県は農業農村整備のめさ、す姿の実現に向けて、地域の意向のとりまとめや計画づくりに関わり、

この計画の推進に積極的に取り組むとともに、必要な知識やファシリテーション力など、技術力

の向上に取り組みます。また、国や市町、土地改良区等と連携し、農業者、地域住民の活動を支

援する体制の構築に取り組みます。

( 2）市町に期待される役割

市町は農業者や地域住民にとって最も身近な行政機関であり、地域における農業者や住民の意

向や課題を招握したうえで、地域の農業および農村の推進方向を定めるとともに、主体的に油成

の課題解決や支援に取り組んでいくことが期待されています。

( 3）土地改良区等に期待される役割

土地改良区は、土地改良事業団体連合会の支援のもと、地域の意向をとりまとめ、農業用用排

水施設の整備やi玄阿整理等を実施するとともに、土地改良施設の適切な維持管理を行っていくこ

とが期待されています。また、土地改良事業団体連合会l士、農業者や地域住民との話し合いを通

じて百十函づくりに参加するとともに、農業農村整備の必要性や農業および農村の有する多面的機

能を広く県民に情報発信していくことが期待されています。

( 4）農業者i二期待される役割

農業者は、 JA等の農業開体の取組とも連携を図りながら、自立的な農業をめざして農業経営

に取り組むことが期待されています。また、農業府民主設の適切な管理・運用を通じて地域の防災

対策に貢献するとともに、地域のさまざまな活動によって地域住民との交流や多面的機能の維

持・発揮に｜向けた共同活動等の積極的な取組と情報発信をしていくことが期待されています。

( 5）地域住民に期待される役割

地域住民は食料の消費者としての役割だけでなく、農業および農村の有するさまざまな役割を

理解するとともに、食育の推進や環境問題に積極的に取り組んでいくことが期待されています。

また、地産地消への参画や地域のさまざまな活動を通じて農業者との交流、多而約機能の維持・

発揮に向けた共同活動等に積極的に参画することなどが期待されています。
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2 瞳護主体事i

地域機関ごとに「地域づくりのための農業農村連絡会議j を設置し、県、市町、農業凶体、土

地改良区などの関係者がそれぞれの役割を果たすとともに、農業農村整備を契機とした地域の計

画づくりに向けた話し合いや計画に基づく取総を…休となって進めています。

推進体制窓IC関係者と主な役割）

土地改良I&

－施設管理

面事業実施

一－ー玄一一一一
支援

土地改良事業回体連合会

・5十画提案

・情報発信

E諸 連携・協議

器 開議室草書道

地域住民

a地域活動

連携

三重県

（ハード＋ソフト）

・計画推進

・技術力向上

・支援体制構築

温情報発信

農業団体

・営農支援

市町

・課題解決

農業農村勢備の課題に総合的に取り組むため、「三重まるごと自然体験構想 2020Jや「獣害対

策j などの構想、や施策と連携します。
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